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要 旨:
本研究の目的は,福 井県理学療法士会会員の新人教育プログラム修了後における専門性制度下の状態お よび認
定 ・専門理学療法士資格に対する取得への意欲を把握 し,福 井県理学療法士会教育局の今後の活動 を検討するこ
とである.福 井県理学療法士会会員に対 して,ア ンケー ト用紙を送付 し,同 意を得られなかった者および新人教
育プログラム未修了者を除いた新人教育プログラム修了および免除者を対象 とした.送付後に返送のあった検討
対象数は310名であった.専 門領域研究部会の登録率は全体の38.4%であ り,その うち19名が認定 ・専門理学
療法士を取得 していた.専 門領域研究部会の登録率は低かったものの認定 ・専門理学療法士の取得意欲は高 く乖
離 を生 じた結果であった.個 々のスキルアップを望む会員 もみられるが,診 療報酬との非関連や取得後のメリッ
トの少なさ等 といった専門性制度の具体的な位置づけが未だ不明瞭であることが要因の一つと考えられる.
は じめに
現在,理 学療法士養成校 は著 しく増加 してお り,
2013年度 には249校で計13,500名の学生が入学 して
いる1.ま た,日 本理学療法士協会(以 丁,協 会)の
会員数 も約10万人に差し迫るように増加を認めてお




療法制度を制定し,新 人教育プログラム(以 下,新 プ
ロ)を 試行的 に開始 した３）.また,2009年には上記
の制度を見直した新認定 ・専門理学療法士(以 下,認




る.本 研究は,本 県士会員の新 プロ修了後における専






ト用紙およびア ンケー ト調査の目的を十分に説明 した
文書を送付 し,同意を得られた場合にアンケー ト回答
を依頼 した.無 回答や同意を得 られなかった者,新 プ
ロ未修了の者を除いた新プロ修了および免除された会
員を対象 とした.ア ンケー ト奥施期 間は2013年3月
1日～2013年5月31日とした.ア ンケー ト内容は,
回答者全員に対 しては,PT免 許取得年 ・経験年数 ・
性別 ・新プロ修了年度 ・職場形態 ・協会の専門領域研
究部会登録の有無 ・専 門領域研究部会の登録分野 とし
た,次 いで,認 定 ・専門PT資 格取得者 に対 しては,
取得資格 ・取得 した分野 ・取得 して良かった点,認 定 ・
専門PT資 格未取得者に対 しては,認 定 ・専 門PT資
格の取得意欲 ・取得 したい理由 ・取得 しようと思わな
い理由を追加 した。ア ンケー トの回収お よび集計は,
筆者および共同筆者にて行った.
結果
ア ンケ ー ト回収数 は382名(回 収率:62%)で あ り,
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認定 ・専門PT取 得者は19名であ り,全体の6.1%
であった.本 県の取得者は数名の会員がい くつかの資
格 を取 得 してお り,認 定PTが2名,専 門PTが23
名の延べ25名であった.取 得分野 に関 して認定PT
は運動器 ・神経筋障害が各1名 ずつであ り,専 門PT
は基礎が4名,神 経が2名,運 動器7名,内 部障害が
2名,生 活環境支援3名,物 理療法1名,教 育管理が
17
4名 であ っ た.認 定 ・専 門PT取 得者 の5年 単位 の経
験 年数 別 におい て10年 未満 が3名,10-15年未満 が4
名,15-20年未 満 が3名,20-25年未 満 が3名,25-30
年未 満が4名,30年 以 上 が2名 で あ っ た.職 場 形態
は,総 合 病 院 ・一 般病 院が52.6%(10名),診療 所 が
15.8%(3名),特養 ・老健 ・デ イ ・訪問看 護 な どの福
祉 施 設が5.3%(1名),養 成校 が21.1%(4名),無回
答が5.3%(1名)で あ った.取 得後 に良か った と感 じ
た点 は,「ない」7名,「 知識 が増 えた」5名,「 自信 が
つい た」4名,「 査 読 ・座 長依 頼 」3名,「 勤 務先 で の
発 言力」2名,「 無 回答」1名 であ った.
3)認定 ・専門PT未 取得者




性差で検 討す る と取得 したい男性 は101名,女性は
86名,取得 したいと思わない男性は44名,女性 は41
名であり,男女 ともに取得 したい会員が取得 したいと
思わない者の約2倍 を示 してお り性差において特徴的
























関心は高 く,解離 を生 じた結果であった.こ のように





会員 との関わ りは,協 会の制度を本県十会教育局が介





れる.ま た,他 都道府県士会の取 り組みな どを調査
し,それらも考慮 した上で取得前の会員に対 しての啓
蒙活動のみでなく,可能であれば本県士会の認定 ・専
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